中央最低賃金審議会労働者委員の選任にあたり

全労連推薦の３名の任命を求める要請書
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１．全労連は1989年の発足以来、全国一律最低賃金制度確立の政策提起をはじめ、「最賃生活体験運動」、「最低生計費試算」などを通じて現行地域別最低賃金が不当に低いことを証明し、法定最低賃金の大幅な引き上げと、生活保護費との逆転現象の解消、地域格差の是正などを求めてきた。あわせて中央・地方で最低賃金審議会の労働者委員を推薦し、公正・公平な任命を要請してきた。ところが、極めて遺憾なことに、2009年度までの任命は、大臣（地方では労働局長）の裁量として「総合的に判断」したというだけで明確な判断基準や理由も示されずに、全労連系の候補が排除され、特定系統の労働団体の推薦する候補のみが選任されるという不公正な任命が続けられてきた。

２．今回、2011年度の中央最低賃金審議会労働者委員の公募にあたり、全労連は常任幹事の伊藤圭一氏、生協労連の中央執行副委員長の柳恵美子氏、全労連・全国一般の書記次長の青池香子氏を推薦した。全労連は120万人の組織人員で、その中でも生協労連は組織人員（69,000人）の約70％がパートなど非正規労働者であり、全労連・全国一般は組織人員（29,600人）の53％が非正規労働者である。「ワーキング・プア」と「格差の是正」が重大な社会問題になり、最低賃金制度の改善にあらためて注目が集まるなか、最適の候補であると確信する。使用者側委員については、事業規模などの性格が異なる複数の経済団体からバランスを考慮した任命がなされている。労働側委員についても、特定系統の労働組合の推薦した委員だけを選ぶのでなく、多様な意見が反映されるよう、多様な労働団体から選任すべきである。
　

３．最低賃金審議会令には「委員の定数」（中央18人、地方15人）の規定はあるが、任命基準は示されていない。しかし、労働行政にかかわる審議会委員の任命にあたっては「５４号通牒」がある。同通牒では労働組合の様々な潮流（現在では連合､全労連､全労協）に配慮すべきとしており、この原則を今回の任命では適用すべきである。
　各労働団体を均等に扱うことは国際的常識でもある。ＩＬＯ結社の自由委員会は、「政府が特定の一組織に特別待遇を与えること」は「ＩＬＯ８７号条約に定めた結社の自由原則違反である」との勧告（02年6月）を発し、日本政府に改善を要請している。中央最低賃金審議会の労働者委員を任命する貴職が、特定の系統の労働組合が推薦する者のみを任命し続けることは、それ以外の委員候補を推薦する労働組合に対し差別的取扱いをするに等しく、労働組合法が禁ずる「支配介入」につながる。自民党政治から民主党政権に変わった今こそ、ＩＬＯ勧告も踏まえた、公正な人事を断行し、国際社会にも日本政府の民主性を証明すべきである。
　こうしたことから、貴職にたいして以下の事項を要請する。

１．今年度の中央最低賃金審議会労働者委員の選任にあたっては、全労連推薦の３名を任命すること。
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